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【提出先】 関東財務局長UFH�｠



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 





(2) 当社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
  

回次 第２期中 第３期中 第４期中 第２期 第３期

決算年月 平成18年９月 平成19年９月 平成20年９月 平成19年３月 平成20年３月

経常収益 百万円 346,104 344,267 310,468 709,081 664,325

うち信託報酬 百万円 58,729 59,651 51,281 111,075 113,866

経常利益 百万円 127,252 97,772 53,499 278,360 172,720

中間純利益 百万円 112,581 60,715 31,944 ― ―

当期純利益 百万円 ― ― ― 211,642 114,144

資本金 百万円 324,279 324,279 324,279 324,279 324,279

発行済株式総数 千株

























































    

 
(注) １．平成19年９月30日の繰延税金資産は純額で負債となっていることから、「繰延税金資産の控除金額」の該当

はありません。なお、「繰延税金資産の算入上限額」は373,646百万円であります。 

  また、平成20年９月30日の「繰延税金資産の純額に相当する額」は71,182百万円であり、「繰延税金資産の

算入上限額」は275,144百万円であります。 

２．告示第５条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を

有する株式等(海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む。)であります。 

３．告示第６条第１項第４号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。

(1) 無担保で、も�4暮負債成除拒湊よ浄碁優先�宅距べでありまじから(1) 行｡uｭA■�月2P+A（採であｚ」「棹るｌす。 

 有す�ﾟ社・；よするは24ｸ,-�条��掲げｴｵ長ものであち憺優先ﾁ�箔魔ｷる額」は■。)ﾅ棹るｌす。    ｨ�h,��苓,X*) ｨ�h,��苓,X*)









(資産の査定) 

(参考) 

資産の査定は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」(平成10年法律第132号)第６条に

基づき、当社の中間貸借対照表の有価証券中の社債(当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び

利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が金融商品取引法(昭

和23年法律第25号)第２条第３項に規定する有価証







第３ 【設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、改修、更改および除却のうち、当中間連

結会計期間中に重要な瞥  � � �
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(1) 新任役員 















(単位：百万円)

前中間連結会計期間 
(自~平成19年４月１日 
~至~平成19年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自~平成20年４月１日 
~至~平成20年９月30日) 

前連結会計年度の連結 
株主資本等変動計算書 
(自~平成19年４月１日 
~至~平成20年３月31日) 

純資産合計    

前期末残高 1,738,429 1,394,324 1,738,429

当中間期変動額    

剰余金の配当 △143,841 △48,010 

(自~�a

  

� a� a  � a至











































 
  

前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

  の部に計上しております。       

再評価を行った年月日 

平成10年３月31日、平成13



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度

※１．その他経常収益には、株式等

売却益8,148百万円、持分法投

資利益1,421百万円及び貸出債

権等の売却に係る利益1,373百

万円を含んでおります。 

※１．その他経常収益には、株式等

売却益3,416百万円を含んでお

．その他経常収益には、株式等



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び"xI���*��倩の�H�,ﾈ顥}霍�,�H辟ｮ‖還ｷゃi枕�j ( ９ ﾃ ⅶ 千 ﾏ 蓋 )  





    

Ⅲ 前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
(単位：千株) 

   
(注) 第二回第三種優先株式の自己株式の株式数の減少79,500千株は、消却による減少であります。 

なお、当該株式については取得の対価として普通株式を交付しているため、連結株主資本等変動計算書に記載

すべき金額はありません。 
  
２．配当に関する事項 

 (1) 当連結会計年度中の配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となる

もの 

 
  

前連結会計年度末 

株式数

当連結会計年度 

増加株式数

当連結会計年度 

減少株式数

当連結会計年度末 

株式数
摘要

発行済株式 

普通株式 3,277,389 ― ― 3,277,389 注

第一回第三種 

優先株式 
1 ― ― 1

第二回第三種 

優先株式 
113,200 ― 79,500 33,700 注

合計 3,390,590 ― 79,500 3,311,090

自己株式 

第二回第三種 

優先株式 
優先株式 

 ¥

（ 決 議 ） 株 式 の 種 類

配 冑 ｾ � , ﾉ � ﾘ ｧ ｢ �

（ 漂 i ﾈ 冷 �

1 株 冑 + ﾘ . � , ﾂ �

金 額 （ 円 ） 基 準 日 効 力 発 生 日

平 成 1 9 年 ６ 月 2 7 日
定 時 株 主 総 会  

普 通 株 式  1 1 8 , 0 1 8 3 6 . 0 1 平 成 1 9 年 ３ 月 3 1 日 平 成 1 9 年 ６ 月 2 7 日

普 通 株 式  2 5 , 6 2 9 7 . 8 2 平 成 1 9 年 ３ 月 3 1 日 平 成 1 9 年 ６ 月 2 7 日

第 一 回 第 三 種  
優 ６

金 額 （ 円 ） 基 準 日 効 力 発 生 日
優 ６



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度

※１．現金及び現金同等物の中間期
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(3) 株式関連取引(平成19年９月30日現在) 

該当事項なし。 

  

(4) 債券関連取引(平成19年９月30日現在) 

  

 
(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。 

  



Ⅱ 当中間連結会計棄ﾆ� (1) 金利揮間樊引(平成20年９朗30砺現在)   (統) 上記樊引については時価評価を行い、評価損益を当中間連損益会算書に会上しております。 なお、「銀行業における金融商鰭ｬ級�譓�適用に揮する結会上及び監査上の樊扱い」(砺本公認結会士協結業種ます。 "�)瀦ﾉﾝ��ﾔ樊引(平成20年９朗30砺現在)   (統) 上記樊引については時価評価を行い、評価損益を当中間連損益会算書に会上しております。 ります。 













(3) 株式関連取引(平成20年３月31日現在) 

該当事項なし。 

  

(4) 債券関連取引(平成20年３月31日現在) 

  

 
(注) １．上記取引については時価評価を行い、評価損�滴去証債記取�)#刪�ｦ旭る)%終ぎ時格引�っいえ域緯どし。 

  

該当事項なし。 

  

( 7 Y � � 竧 盾 閏 ﾙ � ﾃ # � D � % ( ﾈ � 3 � ? ｨ ﾋ ｸ ﾝ ﾒ � �

  

 
Jﾔ取�現評Ｍ,�*(*¥算魯ないえ域緯どし。

   

 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 連結会社は信託銀行業以外に金融関連業その他として証券業務、投資顧問業務、不動産仲介業務等の

事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別

前中間連結会計期間(自.た成19年４月１日  至.た成19年９月30日) 

 連結会社は信託銀行業以外に金融関連業その他として証券業務、投資顧問業務、不動産仲介業務等の

事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別

 連 結 会 社 は 信 託 銀 行 業 以 外 に 金 融 関 連 業 そ な � � ﾈ 投 資 顧 問 業 務 、 不 動 � 4 � 8 � 8 � � 4 � ﾆ 務 等 の

事 業 を 営 ん で お り ま す が 、 そ れ ら の 事 業 の 全 セ グ メ ン トに占める割合が僅少であるため、事業���7ﾞ別







【海外経常収益】 

前中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １．一般企業の海外売上高に代えて、海外経常収益を記載しております。 

２．海外経常収益は、当社の海外店取引並びに海外連結子会社の取引に係る経常収益(ただし、連結会社間の内

部経常収益を除く。)で、こうした膨大な取引を相手先別に区分していないため、国又は地域ごとのセグメン

ト情報は記載しておりません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

  

 
(注) １．一般企業の海外売上高に代えて、海外経常収益を記載しております。 

２．海外経常収益は、当社の海外店取引並びに海外連結子会社の取引に係る経常収益(ただし、連結会社間の内

部経常収益を除く。)で、こうした膨大な取引を相手先別に区分していないため、国又は地域ごとのセグメン

ト情報は記載しておりません。 

  

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

  

 
(注) １．一般企業の海外売上高に代えて、海外経常収益を記載しております。 

２．海外経常収益は、当社の海外店取引並びに海外連結子会社の取引に係る経常収益(ただし、連結会社間の内

部経常収益を除く。)で、こうした膨大な取引を相手先別に区分していないため、国又は地域ごとのセグメン

ト情報は記載しておりません。 

  

金額(百万円)

Ⅰ 海外経常収益 51,988

Ⅱ 連結経常収益 372,802

Ⅲ 海外経常収益の連結経常収益に占める割合(％) 13.9

金額(百万円)

Ⅰ 海外経常収益 

Ⅱ 連結経常収益 

Ⅲ 海外経常収益の連結経常収益に占める割合(％) 18.9

金額(百万円)

Ⅰ 海外経常収益 

Ⅱ 連結経常収益 3077

Ⅲ 海外経常収益の連結経常収益に占める割合(％) 15.9







(2) 【その他】 

該当事項なし。 













(単位：百万円)

前中間会計期間 
(自~平成19年４月１日 
 至~平成19年９月30日)

当中間会計期間 
(自~平成20年４月１日 
 至~平成20年９月30日) 





























 
  

前中間会計期間末 
(平成19年９月30日)

当中間会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度末 
(平成20年３月31日)

※４．貸出金のうち、３ヵ月以上延

滞債権額は1,129百万円であり

ます。 

 なお、３ヵ月以上延滞債権と

は、元本又は利息の支払が約定

支払日の翌日から３ヵ月以上遅

延している貸出金で破綻先債権

及び延滞債権に該当しないもの

であります。 

※４．貸出金のうち、３ヵ月以上延

滞債権額は567百万円でありま

す。 

 なお、３ヵ月以上延滞債権と

は、元本又は利息の支払が約定

支払日の翌日から３ヵ月以上遅

延している貸出金で破綻先債権

及び延滞債権に該当しないもの

であります。 





















(参考) 
前記(注)２．共同信託他社管理財産には、当社と日本マスタートラスト信託銀行株式会社が職務分

担型共同受託方式により受託している信託財産(以下 「職務分担型共同受託財産」という)が前中間会
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